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現代イタリアにおける年金改革の政治
―「ビスマルク型」年金改革の比較と「協調」の変容―
伊 藤 武
序 問題設定
．年金改革の比較政治分析―議論と分析枠組
．事例―イタリアにおける年金改革の展開
．分析―イタリア年金改革の特徴と要因
．まとめ 「ビスマルク型」年金改革の比較分析への意義
序 問題設定
ヨーロッパの福祉国家は，高齢化，労働市場の多様化，経済グローバル
化が進展する中で，１９９０年代以降，改革の時代を迎えた。その中心的争点
となったのは，戦後福祉国家の核たる年金制度である。西欧諸国では，最
も早く年金制度の整備が始まった歴史的制度成熟と，EU統合に伴う財政
的拘束のために，年金改革は焦眉の急となった。特に困難に遭遇したのは，
いわゆる「ビスマルク型」と呼ばれる年金制度を採用していた大陸部の国々
である。ビスマルク型年金制度では，現役世代が年金受給者を養う賦課制，
戦後合意の本質としての年金認識（Schwarz ２００１），拠出制への転換に
伴う現役世代の「二重払い」問題の存在などのために，改革は極めて難し
いと言われた。
しかし，実際には，仏独伊など多くの国で，そのような現実的・理論的
予測に背く大規模な改革が実現している。戦後福祉国家の根幹を変えるほ
どの改革は，なぜ可能となったのであろうか。本稿は，イタリアの年金改
革を主な事例に，１９９０年代以降西欧で実施された抜本的改革の内容と要因
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を検討する１。イタリアの年金制度は，伝統的に，職種ごとに格差を抱え
たビスマルク型の特徴を色濃く有してきた。第２次世界大戦後のイタリア
第１共和制において，経済成長・人口圧力・党派的利益配分のために非効
率に肥大化を続けた年金は，改革困難なビスマルク型の問題点が一層際立
ち，１９８０年代に至っても放置されていた。しかし，１９９０年代に入り第２共
和制へと移行する過程で，年金改革も本格化し，先進国の中でも比較的早
く，最も大規模な改革を経験したのである。
本稿では，イタリアの改革を，グローバル化・少子高齢化に悩む先進資
本主義国の年金改革の文脈，EU統合を通じた財政的拘束の影響というヨ
ーロッパ諸国の改革の文脈で再定位して，その政策的・政治的・理論的特
質を明らかにすることを目指す。その考察は，次のような比較政治的意義
を有する。第１に，ビスマルク型の典型事例として，一般に大幅な改革が
困難と言われる条件の下でも，改革が実現する要因は何かを考えることに
繋がる。第２に，近年の年金改革実現において必須の条件と言われるネオ
・コーポラティズム的協調の役割を見直す。９０年代から今世紀へと進む中
で，政労使協調から政権の一方的手法へとアプローチを転換ながら成功し
たイタリアの事例は，労使協調の意義を再検討し，軽視されていた政党政
治との関係の重要性に改めて目を向けさせるだろう。第３に，いわゆる「拒
否点（veto points）」が多い代表的事例とされるビスマルク型諸国の政治
経済体制を分析することによって，制度とアクターの戦略との理論的関係
を再考することができよう。
年金改革の説明においては，これまで改革要因として着目されてきた人
口構成・財政圧力など社会経済的要因，近年注目されている「経路依存性」
や「非難回避」など新制度論的要素以外にも視野を拡大する。そして，こ
れまで改革の条件として十分関連付けられぬまま別個に扱われてきた，選
挙基盤とネオ・コーポラティズムの要因の複合的作用に焦点を当て，政策
決定者の戦略は，選挙アリーナ（議会政治での政党基盤・領域代表）とコ
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ーポラティスト・アリーナ（組織利益の基盤・職能代表）の支持の組み合
わせからなる条件に枠付けられ，それが改革の成否を左右していたと主張
する。
以下まずでは，ビスマルク型年金制度の改革の文脈を検討して，イタ
リアの年金改革を説明する枠組を析出する。次にでは，１９９０年代から現
代までの５つの年金改革の事例を考察する。成功した３つの改革だけでな
く，挫折した２つの改革も併せてみてゆくことで，改革の成否を分ける要
因について，より明確な理解を得る。では，事例の検討を受けて，その
政策的・政治的・理論的意義を考察したのち，さらににおいてビスマル
ク型の年金改革全般に対する示唆を追究する。
．年金改革の比較政治分析―議論と分析枠組
１．改革の文脈―「ビスマルク型」年金制度の問題
（１）改革の歴史的前提―「ビスマルク型」年金制度の形成と発展
今日の年金制度は，長期の歴史的発展の産物である。その原型は，１９世
紀末から２０世紀初めの世紀転換期に成立した。ドイツのビスマルク時代に
労働者向けの社会保険として導入された制度をモデルとした諸国では，職
種ごとに分立した社会保険制度の導入が行われ，その年金制度は「ビスマ
ルク型」と呼ばれている。大恐慌期以降の財政的困窮などの経験を経て，
第２次世界大戦後には，現役世代が同時代の年金受給世代を扶養する「賦
課方式（pay―as―you―go）」を特徴とするようになった。他方，従来の救
貧制度の近代化を志向した諸国では，高齢貧困者の救済を目標に均一給付
の年金制度が創設されて，やがて全国民を対象とした均一制度へと発展し
た。イギリスのベヴァリッジ報告を基にした福祉改革で導入された年金を
モデルに，「ベヴァリッジ型」とよばれる。両モデルの主要な特徴は，表
１に掲げたとおりである。
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第２次世界大戦終結の時点で，ビスマルク型に属していたのは，オース
トリア，ベルギー，フランス，西ドイツ，ギリシア，イタリア，オランダ，
ポルトガル，スペインである。他方ベヴァリッジ型に区分されるのは，デ
ンマーク，フィンランド，ノルウェー，スウェーデン，イギリス，アイル
ランドであった。この時点でのビスマルク型諸国は，エスピン・アナセン
の福祉国家類型論における「保守＝コーポラティスト型」に対応している
（Esping―Andersen１９９０）。
終戦後１９７０年代半ばまでの３０年余りの時代は，福祉国家の拡張期，「黄
金時代」であった。年金制度も寛大な給付増加・給付対象の拡大などを通
じて急速に発展した。賦課制の年金制度では，着実な経済成長・賃金上昇
・人口増加という要因が存在すると現役世代の拠出は安定して増加するの
で，年金給付も対象・額とも飛躍的に充実させることできた。
このような制度的利点を持つ賦課制の制度は，ビスマルク型諸国を超え
て福祉国家黄金期の制度モデルと考えられた。この結果，ビスマルク型諸
国では広範囲な給付対象の拡張が行われた一方，ベヴァリッジ型諸国では，
最低限の基礎年金に加えて賦課方式の補足年金が導入された（Bonoli
表１ ビスマルク型・ベヴァリッジ型の歴史的特徴
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２０００：１２）。その結果，給付方式（賦課制か拠出制か），財源（拠出金か一
般財源か）など根本的なモデルの相違は依然残っていたものの，両モデル
間の差異は縮小した。それに対応して，現在では新たな類型化が行われて
いる。年金制度を性質の異なる３つの「柱」，すなわち，伝統的に年金制
度の中核たる公的年金を第１の柱，近年その充実が重要な課題と言われる
補足年金の内，職域年金など集合的年金を第２の柱，個人年金を第３の柱
とすると，従来のビスマルク型諸国を中心に，第１の柱が圧倒的主体にな
っている場合（単柱型）と，主に従来のベヴァリッジ型諸国のように，第
２・第３の柱が第１の柱に匹敵するほど発達している場合（多柱型）に区
分できる（Bonoli２００３；Myles and Pierson２００１；ボノーリ／新川２００４）。
各国で年金改革が重要な政策課題として浮上する１９８０年代に至る前の状
況は，次の通りである。具体的には，従来のベヴァリッジ型諸国の内，賦
課制の公的枠組を飛躍的に充実させた北欧諸国（スウェーデンなど）が，
ビスマルク型諸国が多数を占める単柱型に移動した一方で，イギリスなど
それ以外のベヴァリッジ型諸国では。基礎年金の発展よりも拠出制の職域
年金・個人年金を充実させた点で多柱化が進んでいた（Natali and Rhodes
図１ 年金制度の類型
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２００４）。いずれにせよ，職種ごとに断片化した制度，社会保険原理（雇用
主・被用者双方からの社会保険拠出を財源），賦課制の公的年金の存在，
所得代替率の高い所得比例的給付といったビスマルク型の特徴は，ほぼ単
柱型にも継承されている。したがって，大陸諸国の年金改革をビスマルク
型の改革の問題と捉えることは，依然有効であるといえる。
（２）改革の争点と目標―「ビスマルク型」モデルの行き詰まり
１９７０年代に２度の石油危機と深刻な経済不況を経験し，１９８０年代以降，
高齢化社会の進行という人口学的変動と経済グローバル化の進展に直面し
たヨーロッパ諸国の年金制度は，構造的危機に見舞われた，高度成長期に
は賦課制の利点となっていた賃金率上昇，完全雇用，比較的高い出生率の
条件は反転し（Myles and Pierson２００１：３１１），賦課制であること自体が
欠点と化してしまった。将来，拠出金基盤が衰退するにもかかわらず，給
付対象は飛躍的に拡大することが予期される状況では，もはや従来のよう
な寛大な年金制度は維持できないことが露呈された。さらに，１９９０年代に
なるとユーロ導入のための財政赤字・公的赤字の削減が必須となり，年金
財政の引き締めを軸とした年金改革は最重要の政策課題となった。しかし，
大陸ヨーロッパのビスマルク型諸国の改革は，次のような極めて難しい障
害を抱えるに至った。
表２ ビスマルク型年金制度における改革の争点
 財政的圧迫：高齢化・経済停滞などの要因によって，保険料収入が伸び
悩む一方で給付拡大が進むため，年金財政は急速に悪化した。その関連
で，年金制度と国家の責任による社会的扶助（一般財政を財源）との明
確な分離の不在による財政負担も問題となっていた。
 経済的競争力：大陸ヨーロッパ諸国に顕著な低成長・高失業率の要因と
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して，高い保険料に起因する労働コスト上昇が指摘された。深刻な支払
給与税・保険料負担は，域内企業の国際競争力を削ぐとともに，更なる
コスト増大を恐れて雇用拡大に慎重になる結果，失業者増大を招くとさ
れた。同時に，男性正規雇用労働者を中核に設計され，柔軟性を欠く労
働市場の硬直性が，職種ごとに分断された年金制度のため悪化した結果，
女性の労働市場参入率低下・失業率増大を招き，雇用率の低さに起因し
た年金収入基盤の狭隘化・給付負担の増大として跳ね返っている。
 公平性：職種や社会集団ごとに分立した制度では，負担・給付のバラン
ス・規制が細分化し，大きな格差を抱えている。男女，公共部門・民間
部門，職業など水平的な世代内格差の問題に加えて，賦課制の下で給付
削減・拠出増大が求められると，現役世代と年金受給者の世代，若者と
高齢者の間の，垂直的な世代間格差が注目を集めるようになった。
 効率性：政治的便宜のために拡張された年金制度は，従来コストを増大
させるような副作用（早期退職の実質的奨励，不正受給など）を生み出
していた。また，男性正規雇用を想定して設計された制度は，非正規雇
用など多様化する雇用形態を包摂できずにおり，年金財政の基盤を不安
定化させていた。さらに，公的年金が圧倒的に重要であるため，その削
減を補填するような第２・第３の柱が容易に発展しなかった。
 制度的障害：ビスマルク型年金制度では，既得権が強固に埋め込まれて
いる。まず，多くの国では，年金改革に最も抵抗する傾向のある労組が，
社会保険の運営に直接間接に参加している。さらに，所得代替率の高い
公的年金制度は，一種の社会契約として国民全般の強い支持を得ている。
特に，賦課制は，高齢者を強固な反対勢力として結晶化させ，拠出制へ
の改革には現役世代の「二重払い」という解決困難な障壁がある。
これらの争点を踏まえると，ビスマルク型諸国における改革の目標は，
表３の３つの要素に集約される。
しかし，ビスマルク型の年金制度の改革では，改革コストの高さが問題
となる。現行制度を維持するコストは，高齢化社会と低成長という条件下
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で生まれる制度的欠陥のために，加速度的に膨張している。同時に，不況
時に大幅な制度転換を図るコストも，制度的断片化と複雑な既得権の存在，
「二重払い」などの問題のために非常に高い。このために，年金改革の試
みは「動脈硬化」に陥ると評されたである。
しかしながら，実際には，９０年代以降，多くの国で，大幅な改革が実現
している。上記のような悪条件にもかかわらず，なぜ改革は可能となった
のだろうか。それを明らかにするには，年金改革を，現代福祉国家改革の
「新しい政治（new politics）」の文脈の中で考えなければならない。
２．従来の議論―改革の理論的背景
（１）福祉国家の「新しい政治」と理論的問題
現代の福祉国家が直面する状況は，第２次世界大戦後に社会福祉が飛躍
的拡大を遂げた「旧い政治（old politics）」の時代とは根本的に異なって
いる。ピアソンが的確に指摘したように，高齢化社会・経済グローバル化
・ポスト産業社会における雇用形態の多様化など，福祉国家の黄金期とは
質的に異なる条件下にある。「新しい政治（new politics）」の時代には，
拡張に代わって引き締めが政策目標となるが，既に高度に発展した戦後福
表３ ビスマルク型年金制度における改革の目標
 コスト抑制＝給付削減・拠出引き上げ
― 給付削減：連動指標・参照期間の変更，早期退職抑制，所得比例
から拠出比例へ
― 拠出引上：雇用率向上（早期退職抑制），非典型雇用の包摂によ
る収入基盤確保
 多柱化：第１の柱，公的年金の役割を相対的低減／拠出制の強化（第２
・第３の柱の育成）
 制度的統一化：分立した制度間格差の是正（受給開始年齢，算定期間・
係数の統一）
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祉国家では既得権益の強固な網が形成されているために，福祉削減はきわ
めて不人気な政策として社会からの制裁（選挙・デモなど）を招く恐れが
高い。そのため，改革は，政治的・社会的コストを最小化する「非難回避
（blame―avoidance）」戦略，具体的には，受益者集団相互の分断と対抗，
政治的に重要な集団への代償付与，政策の可視性の低下（実行の先送りな
ど）と責任追及の回避などの方策を採らざるを得ないとされる（Pierson
１９９６：Ibid．２００１）。理論的には，福祉国家の「新しい政治」のダイナミク
スは，新制度論における制度的な「経路依存性（path―dependency）」の理
論，および改革への政治的機会構造を左右するような「拒否点（veto
point）」の理論によって支えられている。福祉国家のプログラムが既得権
益に囚われていたり，制度的に変更が困難な性格を持っていたりするほど，
その制度的な経路依存性は高くなる。他方，改革が争点となった場合，反
対勢力がその決定過程を阻止できるような「拒否点」が多く存在する国（連
邦制や利益集団との協議の制度化など）ほど改革の実現可能性は低下する
とされる２。
福祉国家の「新しい政治」の議論は，現代福祉国家研究の画期となった
ものの，それ自身が問題点を抱えている。これまでも，「非難回避」の過
度の強調と「手柄争いの政治（politics of credit―claiming）」の相対的軽視，
改革の政治過程の把握困難（Natali and Rhodes２００４），既存制度の安定性
の偏重（経路依存性の強調：Thelen２００４））などが指摘されている。しか
し，最も深刻な問題は，「新しい政治」の議論も，それに対する批判も含
めて，そもそも改革が生じる原因を説明できない点である。従来の議論は，
現代の福祉国家改革が現実にも理論的にも困難であることを示しているが，
実際には大きな制度転換のコストにもかかわらず改革が実現しているので
ある。
従来の議論は，改革抑制の要因を適切に説明していても，なぜ改革が可
能となったかという改革推進の要因については説得力のある議論を行えて
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いない３。背景にある原因は，これまでの理論的検討では，改革過程に関
与するアクターについての考察が脆弱である点である。新制度論的な新し
い政治の議論では，主に，年金制度や政治体制の制度構造の側面，および
非難回避などアクターの戦略の側面に注目しているが，政党，労働組合な
ど，アクターの性格そのものについての考察は，脇に置かれている。この
ために，特にどのようなアクター（の組み合わせ）によって改革が行われ
るか（どの程度成功するか，阻止されるか）という視点が弱く，改革実現
の条件を理解できない４。この弱点の底流には，新制度論の理論的欠点，
すなわち，政治体制や政策レジームの構造的条件と，アクターの戦略的行
動の結び付け方が不十分という理論的問題が存在している（Scharpf
１９９７）５。
（２）年金改革の要因―外的拘束，協調，政治的リーダーシップ
改革が可能となった要因について，従来の説明は，外圧（グローバル
化，ユーロ導入に伴う財政赤字削減圧力の拘束），（政）労使協調によ
る合意調達，ネオ・コーポラティズム的枠組，政権の政治的リーダーシ
ップ（特に中央集権的基盤を有する場合），の３点を挙げてきた。イタリ
アについては，について，EUによる財政規律強化を利用したテクノ
クラート，政府の主導権発揮，いわゆる「外的拘束（vincolo esterno）」（Dy-
son and Featherstone １９９６），について，１９９０年代以降の労使交渉の制
度化を通じた「協調（concertazione：concertation）」論として論じられて
いる（Baccaro ２００２）。特に不可欠な要因として共通に重視されているの
が，の労使協調である（Schludi２００５）。
３つの要因は，それぞれ個別事例では改革を左右した要因として適切で
あるものの，理論的基盤は脆弱である。第１に，外圧については，改革の
必要性を大きく左右するのは正しいとしても，政策決定の方向性を完全に
枠付けることは，債務破綻国のような例外的な場合を除いて有り得ない。
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また，どのようなアプローチを採用するかまで説明するには不足である。
重要なのは外圧そのものではなく，国内の政治構造を通じた作用である。
それゆえ，あくまで前提条件と考えるべきである。第２に，協調について
は，従来のネオ・コーポラティズム諸国とされた国々以外でも，改革の要
因として最も着目されている。確かに，年金制度は，それに非常に多くの
社会集団が強い利害関心を抱いているために，社会における最大の組織利
益である労使からの合意調達は改革の行方を左右する重要性を有している。
特にビスマルク型年金制度では，労働組合が社会保険の運営に制度的に関
与している例もあり，半ば必須の条件と意識されている。しかし，この要
因では，少なからぬ重要な改革が労組の反対を押し切り行われたことを説
明できない問題点を抱えている。例えば，イタリアでは，３大改革のうち
今世紀のものは，政権が協調から離脱したにもかかわらず成功したのであ
る。第３に，政治的リーダーシップについては，集権的なほど改革は成功
しやすいと（留保付きだが）言われている。しかし，このような推察に対
しては，集権度が高まるほど制裁対象となりうる責任（acountability）も
増す問題が指摘されている（Bonoli ２００１）。したがって，いずれの要因も
単独では改革の帰趨を説明できず，またそれらを併せた説明も経験的議論
に留まるため理論的に不十分と言わざるを得ないのである。
３．分析枠組―政策決定者の合意調達戦略と政党政治・コーポラティズム
本稿では，政策決定者の合意調達戦略の観点から，年金改革へのアプロ
ーチを理論化することによって，より適切な分析枠組を提示する。従来，
政策決定者の戦略は，非難回避など改革内容に応じた戦略として論じてい
たが，前述のようにアクターと制度の関連を的確に捉えられない。そこで
以下では，政策決定者の戦略的選択と制度を結びつけるために，合意調達
対象を選挙領域，コーポラティズム領域の２つに分け，その組み合わせに
よって改革の可能性を説明する理論枠組を考える。この領域区分は，それ
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ぞれ領域代表・職能代表という代表概念の類型に基盤を置いている。２つ
の概念の導入によって，従来の非難回避・手柄争いの戦略に関する議論に
ついて，その働きかける対象が曖昧であった問題点を克服することができ
る。
さらに，ここで重要なのは，２つの概念を理念的には区別した上で，組
み合わせた枠組を考えることである。まず，それらを個別に論じるのは（Na-
tali and Rhodes２００４；Schludi ２００５），改革の帰趨を解明するために不適
である。実際，政策決定者は，改革に対して，議会政党からの支持（さら
に中期的には選挙での支持獲得）の側面と，主要な利益団体からの支持の
側面を常に両睨みしながら，合意の獲得と改革の実現の程度を比較考量し
ている。他方，拒否点の議論のように，利益団体と政党政治の２つの領域
を一体化して扱うのは，失敗した改革の障害としてならば理解できるが，
改革実現の要因としては不適切であり，多様なアクターが織り成す改革過
程のダイナミズムを疎かにしてしまう。したがって，コーポラティズムと
選挙の領域については，独立の類型化でも一体的扱いでもなく，むしろ有
権者・政党政治の領域と労使など利益政治の領域を結び付けて考えるのが
適切である。
図２は，選挙領域の支持（X軸）とコーポラティズム領域の支持（Y軸）
からなる政策決定者の決定可能領域の決まり方を示している。この枠組で
は，２つの領域の支持が高いほど，政策決定者の基盤は安定化し，改革可
能性が高まる。まず，改革可能性を分ける境界線 Aは，XYそれぞれの支
持の中間地点（僅差の多数派を目安）を直径とする半円である。XYの支
持を合成したベクトルがこの線よりも小さい場合は，改革は阻止されて停
滞が続く。次に，現行制度の延長を超えた変化の可能性を分ける境界線 B
は，XYそれぞれの領域における支持の最高点（超党派的支持）を基準に，
それを直径とする半円である。XYの支持を合成したベクトルが Aよりは
大きいが Bよりは小さい場合，現行制度の修正として基本的性格は変わ
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らない改革（経路依存的改革）となる。Bより大きい場合は，現行制度の
経路依存性から離脱した制度転換（大規模なシステム改革）が可能となる。
したがって，選挙領域の支持が相対的に低かったとしても，コーポラテ
ィズム領域の支持が高ければ，より大きな改革が実現する可能性がある。
逆もまた妥当する。この枠組の含意は，例えビスマルク型諸国であっても，
協調にあまり頼らず，有権者の支持と政党政治での支持によって改革を行
う可能性が残されていることである６。
この理論枠組で問題となるのは，拒否権の理論などで扱われていた，執
行権の集権性の問題が，理論的に組み込まれていないことである。ただし，
首相や主要経済閣僚への集権化の傾向は，ヨーロッパにおいて１９８０年代か
ら程度の差はあれ，執行権の優位や政治の優位など共通した傾向として存
在していること７，外圧の存在もそのような共通の傾向を加速化している
図２ 年金改革の理論枠組
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こと，執行権の集権性は相当程度利益代表制度や政権の政党基盤との関係
で規定できることから，ここでは捨象する。実際にも，年金改革はどのよ
うな内容でも至るところに反対派が存在する争点であり，理論的にも執政
構造より代表性に重点を置いて考察すべきであると言える。
以上の理論枠組に則ると，本稿の仮説は，３つの改革いずれも，コーポ
ラティスト領域，選挙領域の２つの領域の支持基盤の組み合わせによって
算出される政治資源に応じて，どのようなアプローチを採り，どれほどの
改革が可能か決まった，というものである。
実際，この枠組は，イタリアの年金改革の議論で従来説明されていない
パラドクスを理解することに繋がる。１９９０年代の改革における労使協調の
基調に対して，今世紀のベルルスコーニ政権下の改革はそれを裏切る一方
的アプローチで実施された。最近の議論でも，この改革そのものについて
一方的アプローチが可能となった理由の説明はなされているが，３つの改
革を通した説明は行われていない。このような協調から一方的アプローチ
への移行についても，以上の仮説によれば，政権の２つの領域における基
盤の変化として説明できる。そして，一見では集権的アプローチのような
場合でも，実際にはいずれかの基盤が安定しているときのみ大幅な改革は
可能であると示されるだろう。
．事例―イタリアにおける年金改革の展開
１．戦後イタリアの年金制度―改革の前提
（１）戦後年金制度の発展
第２次世界大戦後のイタリアでは，戦災からの復興を遂げ，高度成長の
軌道に乗った１９５０年代以降，福祉国家の整備が進んだ。年金制度は，福祉
国家制度の根幹として，積極的に拡充が図られた。その背景には，経済成
長，着実な賃金率上昇，人口増大といった先進国共通の好条件が存在して
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いた。さらにイタリアでは，政党が政治体制の利益媒介の主役となる「政
党支配体制（partitocrazia）」の下，支持基盤獲得の手段として，政治的に
も年金制度は非常に重視された。
まず給付対象となる職種は拡大した。１９５０年代以降，労働者以外にも年
金による保護の網を及ぼしてゆくことが課題とされた。主なところでは，
農民（１９５７年），手工業者（５９年），商業（６３年）といった職種向けに，漸
次制度創設が進んだ（Castellino１９９５：９）。また，６５年には，民間部門労
働者向けに退職手当（TFR）が設置された。これら制度拡大の対象となっ
た職種の多くは，与党連合，特に優位政党キリスト教民主党（DC）の基
盤であることからも，年金拡大が政治的利害計算に強く左右されていたと
分かる。また給付も寛大化した。高度成長の後には，年金の質，給付の充
実が要求された。政党は利益誘導による支持拡大戦略の一環として給付増
大を主導した結果，６０年代末から７０年代半ばにかけて従来の拠出比例原則
に代わり所得比例原則が導入され，寛大さは大きく増した。
イタリアでは，このような発展を経て，安い掛け金の民間部門，手厚い
公務員部門，有利な自営業，豊かな専門職自由業ともいわれるほど，複雑
な特権の網に守られた年金制度が形成された。本来再分配的制度として設
計されたが，政党の政治的利害に応じた分配政策へと転じてしまい，コス
トの点でも大きな問題を抱えた。まず，その制度は，職種ごとに複雑に分
立し非効率的であった。年齢・拠出期間など受給資格，保険料負担，給付
総額・算定基準などの点で異なる規制を有し，その複雑さは「年金ジャン
グル」と呼ばれたほどである。また，給付は非常に寛大であり，受給条件
はもっとも甘い国のひとつであった。さらに，財政的展望も存在せず，先
を見据えない拡大が続いた。将来負担に関する予測作業は，１９７０年代後半
までまったく行われなかった（Castellino１９９５）。その間イタリアの年金支
出は，GDP比でヨーロッパ屈指の規模を誇るようになったが，同時に圧
倒的割合（７０％台半ば）が高齢者向けである一方，障害など他領域への保
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護は手薄い偏りを抱えていた（表４参照）。
（２）「黄金の時代」の終焉と年金問題の出現
１９７０年代末になると，年金システムの見通しに関する警告が唱えられる
ようになった。ただし，その性格はあくまで専門家の個人的警鐘に留まっ
ていた。ようやく１９８０年代になると，急速な高齢化と年金財政の悪化に対
して，８１年の財務相 B・アンドレアッタの案を初め，政府内部からも幾多
の改革案が提起されたが，その度反対に直面して挫折した。それは裏返せ
ば，改革を求める切迫した危機感が無かった証拠でもあった。実際，年金
財政の行き詰まりが意識された８０年代以降も拡大策が止まず，１９９０年には
自営業者まで所得比例原則が拡充された（Castelino１９９６：１７９―８０）。この
ような認識の甘さは，会計検査院などが度々警告したように，きわめて深
刻な財政的危機を招いたのである。
今改革が本格的争点となる１９９０年代初頭の年金制度の概要をみると，表
５のようになる。１９９０年代初頭の時点での改革の課題は，コスト抑制（拠
出・給付のバランス悪化と財政赤字拡大の修正，企業負担の改善と雇用抑
制効果の除去），市場志向メカニズムの導入（拠出・給付の関連強化，
表４ ［参考］ 戦後イタリア年金制度の概要
第１の公的な柱，そして第２の柱に該当する退職手当（TFR）を骨格とす
る。第２の柱（職域年金など）・第３の柱（個人年金）は，所得代替率も高
い圧倒的な柱として公的枠組が存在したため，ほとんど発展しなかった。第
１の柱は，一般歳出で運営される困窮者向けの社会扶助（「社会年金」など），
そして賦課制，所得比例の年金から成る。全国社会保険公社（INPS），全国
公務員（社会）保険公社（INDAP）は，数多くの経営組織（gestioni）や基金
（Casse）に分かれている。例えば，INPS内部には，最も大規模な一般従業
員向け年金基金（FPLD）の他，１０数種類の異なる制度が存在する。さらに，
INPS・INDAP外には，ジャーナリストなどの職種向けに別個の基金が存在
する他，弁護士，薬剤師など専門職向けに独立した制度が設けられている。
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新たな完全拠出制の補足年金枠組の導入），公平性（自営業・一般労働
者，公共部門・民間部門の格差縮小，不正行為・不正受給防止）の３点に
まとめられる（Natali and Rhodes２００４：１６）。１９９０年代以降のイタリアは，
このような課題を持って，年金改革に取り組んでゆくのである。
２．アマート改革（１９９２年―９３年）
（１）改革始動の前提
改革先送りの悪循環を断ち切ったのは，第１共和制自体を揺るがす政治
的経済的危機であった。１９９２年春以降，大規模な汚職摘発によって既存政
党は総崩れとなり，政治家の信頼は地に墜ちた。巨額の財政赤字はさらに
膨張し，ユーロ導入に必要な財政健全化は実現せず，通貨下落に見舞われ
た。そのような危機の渦中に成立したのが，社会党の経済法専門家 G・ア
マートの政権であった。
９２年総選挙において世論の厳しい批判を浴びた既成政党が軒並み得票を
減らした事態を受けて，首相に指名されたアマートは，非政党の専門家か
表５ 年金改革以前のイタリア年金制度（１９９０年代初頭）
現代イタリアにおける年金改革の政治 107
らなる「テクノクラート政権」を構成した。アマートは，国家財政の「健
全化（risanamento）」を標語に，公共支出の削減を経済改革の最優先課題
とした。当時社会支出の約３分の２を占めるまでに膨れ上がった年金は，
最大の焦点となったのである。
（２）改革過程
首相アマートは，９２年春の政権発足後まもなく，年金制度の抜本的改革
案を立案すべく委員会を任命した。政権はその報告に基づき年金制度改革
を承認して，委任立法案を提出した。法案に対しては，年金削減に反対す
る労組，一段の改革を求める工業総連盟（産業界の利益組織）の双方から，
厳しい批判が寄せられた。
錯綜した諸勢力の状況は，通貨危機の発生によって大きく変わることに
なる。同年夏，イタリアの通貨リラは，他のヨーロッパ通貨とともに大幅
な価値下落に遭い，９月には欧州通貨制度（EMS）からの離脱を余儀な
くされた。イタリア政府は，対策として一層厳しい経済改革を実施するこ
とを余儀なくされ，年金削減も一段と上積みされた。さらに政府は，９月
９日，与野党・労使から反対の中で，議会に対して歳出削減・増税・公務
員給与凍結などの措置を含んだ権限委任の立法化を要請した。
ただし，政労使三者は，表面の厳しい摩擦の背後で，改革案をめぐり非
公式の交渉を続けていた。もちろん，政府と組織利益との交渉は，後のデ
ィーニ改革ほど制度化されておらず，通貨危機・政治危機という緊急事態
に対して政権は十分時間をかけた対話をできぬまま，削減措置は実施され
た。しかし，労組は，政権から代償として，民間部門の年功年金最低拠出
期間延長（３５年から３６年間）の撤回・年金の自動調整措置の９３年実施など
譲歩を受け，支持に転じた（Ferrera２００６：８９―９０）。
合意を受けて，１０月１０日，下院は法案を承認し，２２日には上院も可決し
て，２３日法律第４２１号として成立した。また，年金については，法律４２１号
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によって，政府は，公的柱の改革に関する委任を得た。それを受けて，具
体的措置として，９２年に公的柱の改革に関する委任立法第５０３号（d.lgs．５０３
／９２），翌９３年には拠出制の補足年金（第２の柱の職域年金／第３の柱の
個人年金）に関する委任立法第１２４号（d.lgs．１２４／９３）を制定した（表６
を参照）。
（３）改革の帰結
表６にあるように，アマート改革の主要立法は，まず９２年の委任立法第
５０３号が，年金支出の抑制，公共部門・民間部門で異なる規制の調整を目
指すものであったのに対して，９３年の委任立法第１２４号は，補足年金を育
表６ アマート改革の概要
委任立法第５０３号（１９９２年）：公的柱の改革
□ 所得比例部分の算定期間延長：現行労働者は最終１０年間に（従来は民
間部門５年・公共部門は最終月）／新規労働者は全期間
□ 受給開始年齢の引上げ：民間部門の男性６５歳・女性６０歳に（従来はそ
れぞれ６０歳・５５歳）／公共部門は男女とも従来から６５歳
□ 年功年金受給要件の厳格化：いわゆる “baby pension” の防止／公共
部門の拠出期間漸次延長と民間部門との統一（３５年）
□ 所得連動からインフレ連動へ：現行退職者にも適用
□ 老齢年金の最低拠出期間２０年に延長（従来１５年）：労働者・自営業者
□ 労働所得と年金の併給禁止 （Ferrera２００６：９０―９１）
委任立法第１２４号（１９９３年）：拠出制の補足年金整備
□ 「閉鎖的」基金（fondi chiusi）：第２の柱，職域年金。労使が設立運
営に参画
□ 「開放的」基金（fondi aperti）：金融機関による設置
□ TFRの選択的充当：TFRの移行による補足年金基金の財源強化につ
いては，９３年１月１日移行の新規労働者について，自発的加入・非加
入（TFR維持）の選択権を認める。
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てることで多柱化を進めようとしたものであったと言える。
上記の措置の結果，改革の狙いであったコスト抑制については，一定の
前進を見たと言えよう。この改革を通じた削減効果は，徐々に導入された
ため，当初国民や労組がその大きさを十分意識できなかったが，相当な規
模に達していた（Antichi and Pizzutti ２０００：８２）。後に通貨統合参加のた
めには不十分であると判明したが，当面の経済危機管理としては効果を挙
げたのである。
しかし，問題点も存在していた。第１に，改革の実施について，組合の
妥協を得るため，本来抜本的措置が必要であった要素については見送られ
た。３５年という年金受給のための短い最低拠出期間，２％の乗数，自営業
者と一般労働者との不均衡など懸案には手を着けなかった。第２に，改革
によって，一般従属労働者向けの基金（FPLD）は改善したものの，９０年
の拡大改正の結果拡大された自営業者向け年金財政の悪化は，未解決であ
った（Ibid. ; INPS １９９３）。第３に，他国と比較して深刻な早期退職慣行の
隆盛は抑制できなかった。イタリアでは，制度的な受給開始年齢とは別に
実質的な受給開始年齢を比較すると，非常に早く５０代早々での受給が主流
となっている。アマート改革では制度的受給開始年齢を上げる改正をした
ものの，年功年金の最低拠出期間が３５年のままでは早期退職自体を抑制で
きず，年齢改正の効果を帳消しにしてしまう。理想的には，受給開始年齢
の統一か，少なくとも最低拠出期間の大幅な延長，早期退職へのマイナス
のインセンティブの導入を通じた早期退職抑制への誘導，などの措置が必
要とされていた（Castellino １９９５）。第４に，多柱化については，ほとん
ど進展が見られず，９３年の委任立法第１２４号の効果はきわめて限定的であ
った。補足年金計画に加入する場合，強制的に全て TFRを年金基金に充
当すると定められたが，加入は自発的選択に任され移行は進まなかった。
拠出制の新たな柱を育てる試みは，中途半端に止まった。
アマート改革は，不十分な点をぬぐい去れなかったとはいえ，半世紀続
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いたイタリアの年金制度に，初めて大きな路線転換をもたらした。それは，
未曾有の経済危機という緊急事態において，問題解決を急ぐ政権と，機能
麻痺を起こした政党勢力に代わる労使の支えによって可能となったのであ
る。
３．ベルルスコーニ改革（１９９４年）
年金改革の行方は，なお混沌としていた。アマート政権が崩壊した後，
同じくテクノクラートによるチャンピ政権が経済改革に取り組んだが，年
金については改革に逆行する動きも見られた。アマート改革の年金削減効
果が予想よりも大きいと分かった世論が反発を強めたのに対して，チャン
ピ政権は，年金算定基盤の準拠所得を引き上げ，改革の削減効果の約半分
を消し去ってしまったのである（Antichi and Pizzuti ２０００）。ただし，改
革後も，INPSや会計検査院から年金コスト抑制は不十分とする厳しい報
告が上がっており，積み残した問題への取り組みが必要な点では衆目一致
していた。
２度のテクノクラート内閣の移行期を経て，１９９４年春の新たな選挙制度
下で行われた総選挙では，フォルツァ・イタリア（FI），国民同盟（AN），
北部同盟（LN），キリスト教民主中道・キリスト教民主同盟（CCD―CDU）
から成る中道右派連合が勝利し，FIのベルルスコーニ率いる政権が成立
した。第１次ベルルスコーニ政権でも，年金改革は経済改革の骨子と位置
付けられた。閣内では，労働相マステッラ，財務相ディーニを軸に取組み
が始動した。政府は，カステリーノを代表とする専門委員会を任命して，
１９９５年から９７年までの「経済財政計画文書（DPEF）」（中期予算計画）に
含む年金改革の立案を託した。具体的な審議では，政府任命委員の他，労
使派遣の専門家を交えて議論が進められたが（Antichi and Pizzuni２０００：
８９），立場の違いは大きく，最終報告を発表できずに終結した。
アマート時代の経験を踏まえれば，ベルルスコーニ政権も，改革には労
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使との協調が必要と考えるのが自然であった。しかし，政治改革問題など
で野党・労働組合勢力との摩擦を高めていた政府は，政府案を支持する工
業総連盟と組み，中道左派・労組との正面対決に転じた（Ferrera ２００６：
９３）。年金問題は，左右対立の結晶と化し，デモやストライキなど抗議活
動のうねりは激しくなった。なお対決姿勢を崩さないベルルスコーニ政権
は，閉塞状況を打開すべく，９月末に労組の合意を得ぬまま法案決定を行
うに至った。政府案では，アマート改革の問題点を意識して，早期退職の
抑制措置，給付削減措置（年功年金削減に向け早期退職へ各年３％のペナ
ルティ設定など）が盛り込まれた。さらに，これらの措置は，従来のよう
に移行期間を置かず，即刻効果を発揮すると定めた。
しかし，このような一方的アプローチは，政権内外の異論を沸騰させ，
その屋台骨を揺るがす危機を招いた。中道右派政権内では，以前から新自
由主義的改革を支持する FIとそれ以外の政党の隔たりが見られた。年金
改革はこの相違をさらに際立たせた。北部の裕福な民間部門の階層を基盤
とした FI，同じ北部でも相対的に貧しい労働者・自営業者を抱える LN，
DC時代からの中間層を支持基盤とする CCD―CDU，南部で公務員が多い
ANでは，それぞれ重視する年金制度が異なっているために，削減対象で
の一致は困難であった。特に LNは，もともとイタリア国家の改革の一環
として年金改革を重視していたが，政権案では主要基盤である産業労働者
の打撃となるため強く反対した。他方，野党の中道左派勢力は，公務員・
一般労働者を支持基盤とするゆえ，政権側の改革案で主要対象となった公
務員年金・一般労働者の条件悪化には厳しく反発した。労働組合も同様で
あるが，特に三大労組のうち最大のイタリア労働総同盟（CGIL）は，組
織内に占める高齢労働者・年金受給者の割合が非常に高いために，年金問
題には非常に敏感に反応せざるを得なかった。
年金改革を舞台とした両陣営の対決は，労組が呼びかけたゼネストを機
に頂点に達した。さらに LNが政権離脱の姿勢を示したことで窮地に陥っ
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た政権側は，労組と部分的妥協を結んだものの，難航の度合いを深める改
革の後退，政権基盤の流動化を留めることは適わなかった。結局，改革案
は頓挫し，ベルルスコーニは１２月２２日辞任表明に追い込まれたのである。
ベルルスコーニ改革は，財政改革の要請や産業界の支持など有利な条件
を抱えて始動したものの，協調から非妥協的な一方的アプローチへと転換
したことで潮目が変わり，一気に挫折へと傾斜した。LNなど政権内部か
ら離反者を出しては，強力な労組の反対を覆すのは難しかったであろう。
４．ディーニ改革（１９９５年）
（１）改革始動の前提
ベルルスコーニ政権の崩壊後，大統領の指名を受けて首相となったのは，
ら国際金融の専門家であり，前政権で財務省を努めたディーニであった。
ディーニ政権は，いわゆるテクノクラート政権であったが，事実上中道左
派勢力の支持に基づき成立していた。
政権は，次の選挙に向けての暫定政権として，緊急の政治課題，特にユ
ーロ参加に向け不可欠な経済改革を実現する課題を負っていた。GDP比
で１２５％にも達するほど膨大な公共部門の赤字削減は待ったなしの問題で
あり，年金改革は中核的手段と位置付けられたのである。
（２）改革の過程
アマート時代はコスト抑制を主眼としていたのに対して，さらなる効果
を狙ったディーニ政権は，包括的な制度見直しまで視野に入れた。まず第
１の柱についてみると，給付算定方法の修正，年功年金規制の改正，社会
的扶助と年金の制度・財政両面での分離を課題とした。次に第２・第３の
柱については，それまで不十分に留まった多柱化の推進が謳われた。最大
の争点は，従来の所得比例の年金に代わって，新たに拠出比例の年金を導
入する抜本的改正であった。
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ベルルスコーニ前政権の挫折を教訓にするなら，改革実現には，社会パ
ートナー，特に労働組合の同意取り付けが必須の条件であった。そこでデ
ィーニ政権は，政労使の「協調」を復活させるべく，労働・社会保障相の
T・トレウなどを軸に年金改革の立案に取り組んだ（Regini and Regalia
１９９７）。改革案作成過程では，労働組合の専門家と労働社会保障省の担当
者が緊密な協議を重ねた。最終案は自営業者優遇の是正と世代内格差縮小
などの労組の要求を踏まえた内容となり（Natali and Rhodes２００６：１７），
９５年５月８日，政労合意が成立した。両者の妥協に反発した工業総連盟側
は，年功年金の更なる改革が必要と主張し，合意調印を拒否した。しかし，
改革案への反対は盛り上がらず，議会審議も順調に進んで，早くも８月に
は法律３３５号として立法化された（Ferrera２００６：９５）。
労組がベルルスコーニ改革への反対から賛成に転じた理由は，何より「対
話」を重視する政権側の姿勢にあった。特に，ディーニ政権が際立つのは，
３大労組以外の労組や自営業組織とも交渉し，合意を得ていたことである。
また，労組は，前中道右派政権時代，改革案撤回の代償として翌９６年６月
までに同規模の財政的削減効果のある改革を行うと明確なコミットを表明
していたため，今回は信頼性維持のためにも改革実現に漕ぎ着ける必要が
あった（Antichi and Pizzuti２０００：９０）。さらに，労組は，補足年金，特に
職域年金拡大を第１の柱である公的枠組削減を補填する手段とみなした上
で，中長期的展望として，今後拡大が見込まれる職域年金の管理運営への
参加を通じて，労組の権力拡大と資本主義の一段の民主化を構想していた
のである（Natali and Rhodes２００６：１７）。
（３）改革の帰結
表７の概要に示されたように，第１の公的柱の改革について，まず拠出
比例制度の導入の点では，拠出期間１８年を境に従来の所得比例制度の適用，
旧制度と新規拠出比例制度との併用，新規制度の適用と，３区分を設定し
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た。さらに，早期退職の抑制と拠出基盤充実・給付削減のために，受給開
始年齢の柔軟化・年功年金の拠出期間延長を定めた。その他，労働市場の
多様化への対応（「クレジット」導入・「非典型」労働者向け制度枠組），
社会扶助と年金の分離（社会手当）がある。第２・第３の柱については，
アマート改革の延長として小さな改革が行われた。９３年の委任立法第１２４
号を改正して，TFRから補足年金基金へ移行に税制優遇措置を導入し，
多柱化を促した８。
改革法の内容を総合的にみれば，ディーニ改革は，戦後最大の年金制度
の抜本改革であったと評価できる。第１に，分立した制度の大幅な簡素化
を実現した。第２に，公共部門・民間部門・自営部門を横断して所得比例
から拠出比例への制度転換を果たした。この転換は，年金の分配政策とし
ての性格が弱まる一方，保険原則が強化されたことを意味した。第３に，
表７ ディーニ改革の概要
第１の柱
□ 拠出期間１８年以上：新制度の不適用。従来の所得比例年金
□ 拠出期間１８年未満：新旧制度の混合。９５年以前の拠出は所得比例制度
・以後拠出比例
□ 新規参入労働者（９６年１月１日以降）：全拠出期間を参照期間とする
拠出比例
 給付額：拠出期間＋個人拠出額を経済状況に応じて１０年毎に見直
す係数をかけて算出
□ 受給開始年齢の柔軟化：５７歳から６５歳まで。遅くなるほど給付額増大
□ 年功年金：拠出期間３５年から４０年に延長，２００８年までの移行期
□ その他：育休など「クレジット」導入，「非典型」労働者向け新規枠
組，資力調査付き社会手当
第２・第３の柱
□ 委任立法第１２４号（９３年）改正：TFRから補足年金基金への繰り入れ
に関する税制優遇措置を導入
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退職年齢の引き上げと早期退職の抑制措置によって，財政基盤の強化が期
待された。第４に，FDLPをモデルとして部門を越えた制度的統一を進め
ることによって，特権と世代内格差は縮小し，公平性は改善した。第５に，
クレジット制度などの導入は，ポスト産業社会の新しい雇用形態への対応
として，大きな意義があった。
ただし，数々の妥協によって，重要な要素が先送りや回避された点も看
過できない。第１に，現行受給者や受給開始間近の人々などの「既得権益」
を尊重して長期の移行期間が設定され，完全な制度適用は９６年以降の新規
労働者に限られた。その結果，高齢労働者ほど有利な制度が適用され，世
代間格差の放置・拡大につながった。第２に，多柱化の推進は不十分であ
った（Natali and Rhodes２００６：１８）。第３に，財政基盤の強化は確実では
なく，中小自営業者向け年金では大幅な給付減少が避けられない見通しで
あった（Castellano １９９６：１９３―４）。第４に，改革の政治化を回避するた
めに，専門機関として「年金コスト評価ユニット（NVSP）」を設置し，
その評価・予測に基づき政府に必要な修正権限を与える試みも上手く機能
しなかった（Antichi and Pizzuti２０００：９２―３）。
ディーニ改革は，決して十分とはいえなかったが，大幅な制度改革によ
ってイタリアの年金制度の存立可能性を高めた。ユーロ導入という必須の
要請，政労使協調による支持を背景として，同時代のヨーロッパでも類例
は珍しい規模の改革が生まれたのである。
５．ブローディ改革（１９９６―１９９７年）
暫定政権として数々の改革を実施したディーニ政権が任を終えた１９９６年
春，総選挙が実施された。選挙では，旧共産党の左翼民主党（PDS）など
中道左派勢力から成る「オリーブの木」連合を率いたプローディが勝利し
て，最左派の共産主義再建党（RC）の支持を得て政権を握った。第１次
プローディ政権は，目前に迫ったユーロ導入条件の収斂基準を克服するた
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めに，財政赤字削減を最優先課題とした。大規模改革からわずか２年弱の
うちに，年金改革は再加速を迫られたのである。
プローディ政権は，年金改革を個別の領域としてではなく，医療，社会
扶助，労働を包括した「社会国家（stato sociale）」全体の再検討の一環と
位置づけて取り組んだ。９７年１月，首相プローディは，オノーフリが主宰
する専門委員会を任命し，年金から医療その他多岐にわたる分野を検討し
た改革案作成を託した。年金制度に関する提案としては，まず，公的年金
のさらなる縮減・合理化のためにディーニ改革の実施徹底を求めた（Fer-
rera ２００６：９９）。特に重要な意義を持つのは，若年世代の過重な負担削減
のために，拠出比例の新制度の早期導入を提案したことであった。
報告を受けたプローディ政権は，９７年翌年度予算の予算法を通じた実施
を狙った。しかし，実際に可決された法案，法律第４４９号を見ると，その
内容はかなり後退したと言える。財政的側面・制度的統一性の側面では，
特に公共部門の年功年金削減，自営業者の拠出金引き上げ，一部の制度的
簡素化など，一定の改善が見られた。しかし，労働組合や政権連合，特に
RCの意向を考慮せざるを得なかった政権は，さまざまな妥協を余儀なく
された。最重要課題の新制度移行の加速は阻止された。また RCの圧力に
よって，その主要な支持基盤である労働者については年功年金削減が免除
された。野党との議席差が接近していたプローディ政権では，RCがキャ
スティングボートを握っており，しばしば離脱の脅しをちらつかせて，効
果的に得点を引き出すことができたのである。
プローディ政権の改革は，年金以外も含む福祉国家の総合的見直しとい
う視野の広さの点では，特筆すべきものであった。しかしながら，その展
望の深さが却って仇となり，政権基盤が弱い状況では，労組や RCなどに
配慮して改革を徹底することが不可能になっていたのである。
６．マローニ＝トレモンティ改革（２００１年―２００５年）
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（１）改革始動の前提
１９９０年代の一連の改革にもかかわらず，イタリアの年金制度が更なる改
革を必要としているのは明白であった。高齢化の進展という先進国共通の
要因だけでなく，早期退職の隆盛など制度固有の非効率性のために，年金
財政は大きな負担を被っていた。支出の面でみると，イタリアの公的年金
支出の対 GDP比は１３．８％（２０００年時）と，EU１５ヵ国中２番目に高く，２０３０
年のピーク時には１５．８％に達すると予測されていた。年金改革への圧力は，
ヨーロッパからも及んでいた。財政赤字が収斂基準３％を突破し，EU委
員会から度々警告を受け，２００１年１１月６日の Ecofin（経済財政理事会）で
は，イタリアの年金制度とその財政負荷に関して警鐘を鳴らす内容を含ん
だ経済政策委員会の報告書が採択されていた（Economic Policy Committee
２００１）。
２００１年春の総選挙で圧勝して成立した第２次ベルルスコーニ政権は，上
下両院の安定多数を基盤に，大胆な経済改革を推し進めようとした。翌０２
年から０６年までの次期 DPEF策定過程では，年金改革も課題と規定され
た。所得比例から拠出比例への転換・多柱化の推進といったディーニ改革
の路線をさらに徹底して，給付資格の厳格化などで年金財政再建を求めら
れていたのである９。
（２）改革の過程
年金改革への具体的作業は，選挙後間もない２００１年７月，労働社会福祉
省の副大臣 A・ブランビッラ率いる年金問題特別委員会の設置によって始
まった。ブランビッラ委員会がマローニ大臣に提出した最終報告では，雇
用率上昇に向けた早期退職の抑制や雇用主側の拠出削減など穏健な改革が
提言される一方で，年功年金など政治的に敏感な問題は回避されていた。
ブランビッラ委員会は，組織面でも興味深い特色を有していた。委員会は，
官僚と学者から構成され，労使など社会パートナーからの代表を含んでい
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なかった。この委員会構成は，労使の社会パートナーを含んだ合意を重視
した従来の年金改革のアプローチとは大きく異なり，政権側のリーダーシ
ップを重視するベルルスコーニ政権の意向の表れであった。実際関連団体
への諮問は，法案の主要な要素が決定した後になって実施されたのである。
１１月，マローニ大臣は，議会に対して新たな年金改革立案への委任を求
める政府提案法案２１４５号を提出した。政府案では，第１の公的柱の修正に
加えて，より重要な改革として明確な多柱的制度への移行を打ち出した。
具体的には，第２の柱の補足年金を発展させるために，TFRの補足年金
基金に対する強制繰り入れが考えられていた（Ferrera ２００６：１０５）。関連
団体への諮問段階に入ると，まず工業総連盟は，公的柱の削減と民間枠組
の拡大を理由に，「授権法（legge delega）」１０支持を表明した。対照的に労
組は強く反発した。雇用者側による新規労働者向け拠出削減措置，TFR
の強制移行は，公的柱の役割を低下させ，第２・第３の柱の義務化である
と批判した。
２００２年になると，労働市場の柔軟化など他の改革も含めて，政府・与党
・産業界と，野党・労組との亀裂は深まった。政府案に反発した労組はゼ
ネストを決行した。ここで政府は交渉再開に応じた。政府が妥協に傾いた
背景には，EUやイタリア銀行から，経済改革の停滞に批判が強まってい
た事情が存在した。１２月末の会見では，ベルルスコーニ自身が年金改革の
必要性を強く主張した（Natali and Rhodes ２００５：３―４）。ただし，利益
団体は後回しにされ，まず与党と会合が行われた。
２００３年には，対立はさらに複雑化していた。ブランビッラ委員会報告は，
１月２０日に政府，関連機関，労使など利益団体の包括的協議機関 CNEL（経
済労働全国評議会）に提出され，議論に付された。労組は，TFRの強制
繰り入れに対して，労働者を危険な投資リスクにさらすと非難した（Fer-
rera ２００６：１０５）。また，内外の専門家も，改革案の効果の乏しさ，合理
性の不足を批判した。
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この時期には，政府内からも法案再考を求める声が上がり始めていた。
削減の対象・方法では，与党各党の支持基盤の地域的・社会的支持母体の
相違を反映して，深い溝が生まれていた。LNおよび経済大臣トレモンテ
ィ（FI）は，北部では比重の少ない公共部門や障害者年金など特定集団の
優遇を削減しようと狙っていた。これに対して，ANとキリスト教民主同
盟（UDC）は，北部での比重が高い年功年金の削減を主張した（La Repub-
blica 1 agosto２００３）。
トレモンティは，２００４年度予算案に削減を盛り込もうとするも，連合パ
ートナーの拒否に遭った。（La Repubblica 17 luglio２００３）。その結果，与
党政党間交渉を夏まで延期し，問題解決のために，メンバーを限定した非
公式の閣僚委員会を設置した。委員会を構成したのは，与党４党の代表，
トレモンティ（FI），マローニ（LN）に加え，アレマンノ農相（AN），ブ
ッティリオーネ共同体政策相（UDC）の４名である１１。協議を経た９月，
与党連合内で妥協が成立した。合意では，退職年齢引き延ばしへの新規税
制優遇措置，TFRの補足年金基金への強制移転，新規労働者への企業に
よる社会拠出削減（経営者は支持，労組は反対），補足年金への税制優遇
措置，移行期として２００８年より最低拠出期間の拡大を行うことが盛り込ま
れた（Natali and Rhodes２００５：４―５）。
与党合意を背景に，ベルルスコーニら政権側は攻勢に転じた。９月末，
彼は演説の中で，政府はイタリア国民により大きな「安心と福祉」を提供
する改革を実現する決意を表明し，改革反対派は国民を欺いていると非難
した。これに労組は強く反発し，３大労組のひとつイタリア労働連合
（UIL）書記長アンジェレッティは，「現在イタリアの年金制度は危機に瀕
してはいないし，近い将来そうなるとも考えていない」と述べて，３大労
組で対応を協議した（BBC News０９／２９／２００３）。
ベルルスコーニ政権は，労組の反発を受けて，また社会パートナーとの
対話を再開したが，最低拠出期間延長に反対する労組から合意を取り付け
120
られなかった。そこで，１０月３日には委任立法を修正した。政権が対応を
急いだのは，同月６日予定の EU経済財政閣僚理事会を前に，イタリア財
政の改善を示す必要があったからである。これに対して，労組は一段と抗
議活動を強めた。また，政権内部でも，一連の地方選挙で中道左派に対し
敗北が重なった効果で，年金改革をめぐる摩擦も悪化していた。LNと FI
は，従来の急進的路線の継続を支持したが，AN・UCDはそれが選挙敗北
の要因と反論し，政権内での LNの過大な影響力とトレモンティへの経済
政策権限の集権化を批判した。反発した AN指導者フィーニは，労組と直
接交渉しようとする動きさえ見せたほどであった（Natali and Rhodes
２００５：５）。政権内外の反発に危機感を抱いたベルルスコーニなど政府中
枢は，再度与党連合内の政党間交渉・社会パートナーとの交渉を始めたの
である。
２００４年２月，一連の交渉・妥協を経て，内閣は辛うじて年金に関して新
たな合意を取り結ぶことに成功した。給付削減の手段は，当初案にあった
最低拠出期間の延長ではなく，退職年齢の引き上げに変更された。また長
期の移行期間が設定されて，変更は２００８年から緩やかに１４年にかけて行う
ことになった。さらに，政権は，労組の支持獲得のために，主要な要素（雇
用主側負担の軽減，TFRの自動移転）を撤回までしたのである（Natali and
Rhodes ２００５：５）。これらの措置は，改革の影響を緩和し，議会内外の
反対を抑える狙いを有していた。
新たな改革案は，労組のストなどの反発を越えて，５月１２日，上院で改
革承認された。採決は政権の信任をかける投票として実施されたことから
も，与党内の造反抑制に腐心したことが示唆される。この間，政権内では，
トレモンティ辞任，LNの憲法問題解決同時要求と離脱威嚇など動揺が生
じたものの，ベルルスコーニは年末までに LNの支持する分権（devolu-
tion）導入を約束して事態を収拾した。ようやく７月には下院で承認し，
１０月６日，公的柱に関する改革として法律２４３号が制定された。ただし，
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第２・第３の柱についてはさらに１年以上を要し，ようやく２００５年１１月末
に与党連合は政府案で合意して，一括して立法化されたのである（Ferrera
２００６：１０６）。
（３）改革の帰結
年金改革法の骨子は，次の表８のようになる。
財政基盤の安定化・多柱化などの目標は，どれほど達成されただろうか。
専門家の各種分析によれば，財政的側面については，大きな改善効果を期
待できないとする批判的見方が多数を占めた。制度的な合理化（統一・多
柱化）も，抜本的対策を欠くゆえ，大きな成果は期待できなかった。
改革が中途半端になったのは，妥協の産物であったからである。第１に，
当初政府案にあった TFRの補足年金基金に対する強制繰り入れの項目は，
労組の反発から廃止された。繰り入れは，「沈黙―同意（silenzio―assenso）」
方式，すなわち一定期間内に労働者側から繰り入れ拒否の意思表明が無か
った場合に限られることになった。第２に，公的柱の改革については，２００４
表８ マローニ＝トレモンティ改革の概要
年金改革（法律第２４３号）骨子
 ２００４年―２００７年：民間部門労働者への優遇措置（０７年末までに年功年
金の年齢・拠出条件に達しながら労働市場に留まるものには，社会拠
出金の全額を賞与で払い戻し）
 ２００８年以降：年功年金（賦課制および拠出制）の最低受給開始条件（拠
出期間３５年・６０歳［１０年以降６１歳］か拠出期間４０年）
 拠出制老齢年金の受給条件：拠出期間５年／男性６５歳・女性６０歳
 「沈黙－同意」方式：TFRの補足年金への移転に選択権を付与
 補足年金発展のための租税優遇措置拡大
 連帯拠出の支払：１日５１６ を超過する年金について〔出典：Ferrera
２００６．Quadro２．３．〕
122
年―２００７年までの第１期と２００８年移行の第２期に分けて，第１期は早期の
年金受給抑制を目的とした退職年齢の引き上げのためのインセンティブな
ど微修正を行った。本格的な改革は，２００８年以降に先送りしたのである
（Ferrera ２００６：１０５―６）。第３に，第２・第３の柱に関する委任立法では，
職域年金は優遇された一方で，金融機関や中小企業に移行期間を与えるた
めに改革は２００８年まで先送りされた。この妥協は「閉鎖的基金（fondi chi-
usi）」への TFR移行を通じて第２の柱を強固にしたいマローニ大臣と，
金融機関の利害を背景に「開放的基金（fondi aperti）」の充実を支持する
FIの閣僚達との妥協の産物であった（Ferrera ２００６：１０６―７）。このよう
に，政権内外への譲歩が積み重ねられた結果であった。
改革内容のみで判断すれば，今回の改革の意義はディーニ改革と比べて
相当小さいように見えるが，２つの重要な転換が存在していた。第１に，
そのアプローチである。第２次ベルルスコーニ政権の対応は，それまでの
各政権の「協調」重視から明確に一線を画した「一方的アプローチ」であ
った。まず，ブランビッラ委員会では，社会パートナーの代表を含まず，
官僚と学者から構成された委員が改革案作成に当たった。さらに，その後
の諮問過程でも，社会パートナーよりも与党連合の政治家が優先された。
転換の背景には，労使の社会パートナーを含んだ合意を重視した従来の政
権のアプローチとは大きく異なり，政権側のリーダーシップを強調するベ
ルルスコーニ政権のスタイルが表れていた。例えば，２００１年１０月に発表さ
れた『労働市場白書』は，９０年代の「協調（concertazione）」に批判の矛
先を向けていた（Ferrera and Gualmini ２００４：１５６―７）。代わって掲げら
れた「社会的対話（social dialogue）」という言葉は，EUの用語を借用し
たものの，中身は異なっていた。そこでは，利益団体などとの対話を唱え
るが，あくまで政権側が主導権を保持すると考えられていたのである。
ただし，政権側の一方的アプローチは，１９９４年の第１次政権の改革とは
質的に異なっていた。前回の挫折の経験を活かし，労組に対して，TFR
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移行の選択化，雇用主負担の削減廃止などを筆頭に，妥協・交渉を小出し
に繰り返すことで，反対を抑えて改革を実現しようとした。
第２に，従来，年金改革の対立軸は労使や公共対民間など社会経済的亀
裂であったのに対して，今回は与党連合内の摩擦に示されたように，さら
に地域の亀裂が明確な対立軸として影響した。与党連合内では，北部に基
盤を持つ LN・FIの意向が優先され，南部に地盤を持つ AN・UDCは劣勢
に置かれた。特に政権のキャスティングボートを握った LNのため，北部
に受給者が多い職域年金での配慮，移行期間中の特別ボーナス拡大が図ら
れた一方，南部に受給者が多い障害者年金や公共部門は主要削減対象とさ
れた。理論的には，通常労使など職能的クリーヴィッジの争点となる年金
問題で，領域的クリーヴィッジが浮上した意義は注目に値する変容である
と言える（Natali and Rhodes２００５）。
．分析―イタリア年金改革の特徴と要因
以上１９９０年代初めから現在まで，主要な３つの年金改革の過程を考察し
た。その内容を，政策的側面，政治的側面，理論的側面の３つの観点から
まとめて検証する。
１．政策的帰結
ビスマルク型の年金改革では，で検討したように，財政健全化，経済
的競争力，公平性，効率性，制度的障害の５つの争点を解決するために，
コスト抑制，多柱化，制度的統一化の３つの目標を抱えていた。この観点
から，イタリアの年金改革をみると，いかなる評価を与えられるだろうか。
３つの目標のうち，もっとも進展を示したのは，制度的統一化である。
ビスマルク型の典型として職種ごとに複雑に分断された制度は，同質性を
飛躍的に高めた。特にディーニ改革における公共部門・民間部門の受給開
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始年齢の統一，給付算定方式の統一などによって，自営業や公務員の優遇
措置は撤廃され，効率性と世代内の公平性の点で大きな改善があった。た
だし，世代間の公平性に関しては，新たな拠出比例制度の完全適用を新規
労働者に限定した複雑な移行措置の実施によって，若年世代に負担が偏っ
ている点など，大きな問題が残されている状況である。
次にコスト抑制については，拠出比例原則の導入，特に個人拠出総計の
GDP平均成長率での再評価，転換係数の見直し義務化などによって，給
付削減が図られる一方，非典型雇用への制度拡張・最低拠出期間延長など
によって拠出基盤も拡げられた。これらの措置を通じて，中長期的な年金
財政の安定性を改善したと評価できる。しかし，コスト面の改革は未だ不
足していると言わざるを得ない。拠出比例制度実施や最低拠出期間延長な
どに関する移行措置は，早期退職の抑制効果を損ない，年金財政の改善を
遅らせている。早期退職慣行の隆盛は，高齢者の雇用率の低さに結びつき，
年金財政を圧迫する深刻な要因になっている。また，年金支出自体の削減
も，対 GDP比が先進国比較で依然高率に留まるように，十分ではない。
年金分野の高コスト体質は，国家財政の健全化にとって障害となっており，
経済的競争力の点でも大きな桎梏となっている。
最後に多柱化については，不十分な成果しか挙げられていない。２００５年
時点での加入者は，全労働者の約１０％に留まっており，特に若年層での加
入が進んでいない。充実した公的柱の存在や補足年金の金融リスクへの懸
念の他，マローニ・トレモンティ改革で TFR移行について「沈黙―同意」
方式の選択権が許されたことが影響して，従来の有利な制度維持を望む
人々の不参加を招いているのである。
したがって，今後の政策的課題は，まず，拠出比例の新制度への移行を
加速させ，世代間格差の縮小，コスト抑制を図ることである。同時に，第
１の柱の削減を補填するため，第２・第３の柱の発展，多柱化の推進がま
すます必要になる。実際，現在の第２次プローディ政権でも，会計監査院
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からの警告が示すように財政全体の観点から年金改革の必要は大きく，新
規枠組への移行加速が政策課題となっている。８月３１日の閣議で，T・パ
ドア・スキオッパ経済財政相によって表明された財政政策の政策方針では，
受給開始年齢の５７歳から５８歳への引き上げ，などによって年金支出の削減
を図る案が示されている（Corriere della Sera０９／０１／２００６; Il Sole 24 Ore
０８／３１／２００６）。
全体として，一連の改革は年金制度の構造をどれほど変えただろうか。
イタリアの年金制度は，改革を経ても，ビスマルク型から脱却してはいな
い。表１のビスマルク型の要件と比較すると，拠出による受給資格付与，
拠出金による財源確保，賦課制の維持という特徴は維持されている。他方
変化を遂げた特徴としては，所得維持的性格の低下（代替率低減），一般
財源による社会扶助枠組の分離・創設に加え，特に所得比例から拠出比例
への移行が重要である。つまり，イタリアの年金制度は，ビスマルク型の
伝統的枠組からは大きく変わったが，根本的基盤はなお残っていると評価
できよう。
２．政治的帰結
次に，年金改革の背景にある政治力学としては，３点の重要な示唆が引
き出された。第１に，政労使の「協調（concertazione）」に基づくアプロ
ーチから，政権主導の「一方的アプローチ」への転換である。２００４年にマ
ローニ＝トレモンティ改革が法案化されるまで，年金改革に関する論考で
は，改革実現にとって労使協調が不可欠の条件という点で一致が見られた。
９２年のアマート改革では，政党支配体制の流動化によって政党間交渉が機
能麻痺に陥り，政治経済改革において政労使三者交渉が大きな役割を担う
ようになっていた。ディーニ改革では，その延長として，さらに前政権の
中道右派政権崩壊後代わって事実上の与党勢力となった中道左派・労働勢
力の支援によって，交渉が改革過程の主要な舞台となった。
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しかし，マローニ＝トレモンティ改革では，協調を不可欠とする一般的
テーゼを崩すような，政権主導のアプローチが採用された。もちろん，第
１次政権のときとは異なり，ベルルスコーニは，改革の帰趨が揺らぐと労
組との交渉を持ち，適宜譲歩した。ただし，主導権はあくまで政権側に握
られており，交渉の役割も，９０年代のような制度化された性格から大きく
後退していた。さらに，注目すべきことに，中道右派政権の盟友であるは
ずの産業界の意向を大きく裏切ってまで，政権は改革成立を優先した。改
革の始動時には，工業総連盟の意向を汲んで１８％超に及ぶ雇用者側の社会
保険負担削減や補足年金の強化策が盛り込まれていたもの，政権は労組の
合意獲得の代償にそれらを撤回してしまった。また，産業界は，政府の法
案作成過程でも実質的に排除され，その後の諮問も与党連合の後回しにさ
れた。このような政権の一方的アプローチは，単に反労組・左翼だけでな
く，職能利益代表に対する距離・反発と，政治的リーダーシップの自律化
を目指した動きと考えられるのである１２。
ただし，このような動向を，中長期的な協調の後退と捉えるべきかにつ
いては，慎重な評価を要する。近年のイタリアの状況を見て，「イタリア
的なネオ・コーポラティズムの終焉」と指摘する議論も存在する一方，現
在の第２次プローディ政権では，２００６年春の発足当初から三大労組代表の
交渉が重視され，年金改革も議題とされている１３。もちろん，「協調」とい
う言葉があたかも息を吹き返したかのように使われている状況が，構造的
特徴か一過性の現象かについても熟慮が必要であろう。
第２に，協調における労組と産業界の意義の違いが際立った。ディーニ
改革への政労提携やマローニ＝トレモンティ改革での政権側の独断専行に
もかかわらず，産業界は改革を阻止できなかった。他方で労組は，反対勢
力であるはずの中道右派政権下でさえ，一度は改革と政権を葬り，次には
産業界を差し置いて妥協を引き出した。少なくとも，年金改革の過程を見
る限り，労組は単独で拒否権たりえる一方，産業界は改革促進要因となっ
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たとしても拒否権には足りないと露呈されたのである。
第３に，従来イタリアの経済改革における理論的支柱となってきた外的
拘束論には，大きな陥穽が存在している。外的拘束論では，緊急の改革の
要請という拘束下では，首相・経済専門家・経済担当閣僚が党派的利益や
利益団体政治から高度の自律性を有することを骨子とする。しかし，年金
改革の過程では，まず，改革を成功させたいずれの政権も，労使の支持か
政党の支持を不可欠の資源としていた。また，成功した改革も失敗した改
革も，外的拘束の存在自体は等しかった上に，その程度の相違が改革の成
否を決定したとはいえない。９４年のベルルスコーニ改革，９７年のプローデ
ィ改革の失敗は，それぞれ LN・RCの裏切りによる政権の党派的基盤の
弱体化，さらに前者については労組の反対という条件によって決まった。
したがって，外的拘束の存在自体は改革の促進要因となったとしても，そ
れが与える行政の自律性は，事実上２つの代表性における合意が一定以上
存在しているときのみ，有効な要因として作用すると言える。外的拘束論
が単独でも強い説明力を持つのは，金融政策など可視性の低い専門的な争
点に限定されるのではないだろうか。
３．理論的評価
最後に理論的側面では，外的拘束，協調，政治的リーダーシップという
３つの要因は，個別改革の説明要因とはなりえても，３つの改革，挫折し
たものも含めれば５つの改革を通じた説明を提供できるわけではないと言
える。外的拘束はほぼ共通した前提条件であること，その拘束下で自立性
を高めていた政府も，年金改革のような拒否点の多い争点では，組織利益
（特に労組）の支持と政党政治の支持の組み合わせからなる基盤を改革実
現の不可欠な条件としていたこと，改革の成否はその組み合わせ方に左右
されたことが示唆された。それでは，で提示した理論枠組に基づき５つ
の改革を理論図上に表すと，次の図３のようになる。
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理論的には，この図から示唆されるのは，改革実現の可能性は，２つ
の支持を合成したベクトルが大きいほど高まること，２つの領域の支持
は，必ず双方とも高いものが必要であるわけではなく，一方の軸に偏って
いてもよいこと（これは，協調は不可欠の要件ではないことを示唆してい
る），改革途中でも，戦略の変更によって可能性が低下・上昇すること，
の３点である。
ディーニ改革がもっとも大規模な改革となりえたのは，それ以外の改革
と比べると，コーポラティズム領域で労使の大きな支持を受けていたこと，
図３ イタリアにおける年金改革の理論的位置
制度転換
（大規模改革）
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政党政治の領域では潜在的であるが中道左派＋LNの支持で多数派を有し
ていたことを要因としている。アマート改革は，緊急性は高かったが，安
定した政党政治の基盤が不足していた。マローニ＝トレモンティ改革は，
当初はもっぱら高い選挙領域の支持に依存していたのに対して，後に政党
支持が若干弱まると，その失点を労組への妥協によるコーポラティズム領
域での得点獲得に切り替えて乗り切った。他方，成功しなかった改革のう
ち，ベルルスコーニ改革は，LNの離脱と労組の反発で，２つの領域の支
持が負に転じたことにより挫折した。また，プローディ改革では，協調も
若干弱体化した上に，RCの威嚇で選挙領域の多数派が危うくなったため
に，内容が大幅に後退した。
このように，イタリアの年金改革を理解するならば，協調と一方的アプ
ローチは，従来のように対立的に考えるのではなく，それぞれの背景にあ
る組織利益と政党政治の側面を考慮して，組み合わせとして扱うことが必
要であると言える。
．まとめ 「ビスマルク型」年金改革の比較分析への意義
以上，ビスマルク型年金改革の枠組の中で，イタリアの年金改革を位置
づけ，その過程を考察し，理論的検証を行ってきた。以上の議論の中から，
ヨーロッパを含む年金改革にとって，いなかる示唆を得られるだろうか。
「『ビスマルク型』システムからの脱却は可能か」という問いに対する答え
は，各国の改革の違いもあり容易ではない。今ここで，代表例として，イ
タリア以外に，フランス，ドイツ，「社会保険型」（Bonoli ２００３）という
点では共通性の高いスウェーデンに注目して考察する。
１．比較政策的側面―制度と政策の変化
まず，政策面での比較である。第１に，職種ごとに高度に分立した制度
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の統一の点では，全体の方向性として進んでいるものの，程度の差は相当
大きい。公的年金について，フランスは，２００３年改革でも，公務員部門の
特権縮小が進まず，制度間の財政調整を通した格差縮小が主体である。他
方，ドイツでは，ようやく２００５年１月から労働者年金保険と職員年金保険
の２大制度，そして鉱山・鉄道・海員の３制度が，それぞれ統合されるこ
とになった。イタリアも，９５年改革によって，公共部門・民間部門の条件
の統一が行われた。ただし，スウェーデンのように制度統一が実現した国
と比較すると，本来のビスマルク型諸国では，各国とも拠出期間や受給開
始年齢職種・部門間の相違縮小を主な手段としており，制度的一元化には
程遠い。
第２に，拠出制の補足年金の発展を通じた多柱化は，あまり進展してい
ない。各国とも，職域年金や個人年金の拡大に向けて，税制優遇措置など
さまざまな対策を講じているが，スウェーデンを含めて，所得代替率の高
い公的柱があくまで中心の座を占める状況は，基本的に継続している。
第３に，拠出金ベースの所得比例給付，賦課制の年金財源調達という点
である。この点は，日本・アメリカ・カナダなど，公的柱の所得代替率が
高くない「準ビスマルク型」（新川２００４）も含めて，高齢化社会の進行と
年金財政に悪化に苦しむ多くの国々の共通課題である。まず，近年課題と
して叫ばれる拠出制への転換は，いずれの国でも挫折している。それに限
らず，ドイツ，イタリアや９０年代のスウェーデンの改革でも，賦課制自体
を変えることはできなかった。ただし，フランスのように賦課制を社会契
約とみなすほど強固なアイデンティティーを有する例外的事例を除けば，
イタリアの改革やスウェーデンの ATP年金改革の例が示すのは，次善の
策として，所得比例から拠出比例（「みなし拠出建て」制）への転換によ
って，類似の財政的改善効果を得ることが可能ということである。このよ
うな制度では，高齢化のリスクに起因する財政の安定化の不安定を避ける
手段として，拠出制の特徴である「資本化（capitalization）」の条件を欠
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いている。しかし，一定年度ごとの転換係数見直し・成長率などのインデ
ックスへの連動などを通じて拠出ベースを再評価することによって，障害
の解消を狙っている。
第４に，社会保険原則の基盤である。イタリアを含めて，多くの国では，
従来は同じ公的年金制度の枠内で共存していた基礎年金の制度を，（低所
得者向け）資力調査付き給付制度という社会扶助として一般の年金制度か
ら分離させた。このような社会保険原則の強化については，市場動向に備
えたより頻繁な転換係数見直しの困難，社会扶助向けの財源確保のための
年金財政からの移転など，不徹底な面も残っているが，むしろビスマルク
型の原型への回帰と言える興味深い現象である。
したがって，政策内容としては，各国で程度の差はあれ，伝統的なビス
マルク型の特色は残しつつも，かなりの改革が実現していると言える。
２．比較政治的側面―政治的力学と理論
次に比較政治的・理論的側面の評価である。改革を可能にしたアプロー
チについて，確かに多くの改革では，年金・福祉改革の既存研究が述べる
ように，非難回避戦略が主流となっていたが，公的年金の減少を補うよう
な補足年金の導入は手柄争いの戦略と言える。この点で，非難回避を過度
に強調すべきでないとする福祉国家の「新しい政治」への批判は，適切で
ある。
制度的には，協調が必ずしも不可欠の要件でないことが示された。イタ
リアのベルルスコーニ改革の挫折，フランスの９５年ジュペ改革の失敗，９０
年代ドイツの改革の相対的停滞と，イタリアのディーニ改革の成功との対
比は，労組など拒否権を持つアクターとのネオ・コーポラティズム的協調
が改革の成否を分ける一因として作用していたことを示している。しかし，
マローニ＝トレモンティ改革に加え，フランスのラファラン保守政権の改
革，労組の反発を押し切ったシュレーダー政権の改革，スウェーデンの改
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革を見ると，労組を筆頭とする社会パートナーからの支持が脆弱であって
も，優勢な政党政治での基盤を活かして困難な改革を遂行できる可能性も
存在している。例えば，スウェーデンの年金改革は，従来の使用者，労組
との提携から距離を置き，組織利益を遮断して，与野党政党の合意主導で
行われた。超党派的支持という基盤が，ネオ・コーポラティズム政治が機
能しない状況でも，未曾有の規模の政策転換を可能にしたのである。
従来の年金改革の議論では，非難回避・手柄争いなど戦略の側面と，拒
否権・ネオ・コーポラティズムの制度など制度構造の側面が直接関連付け
られていた一方，選挙・政党政治の問題は，偶発的条件として扱われ，理
論枠組に取り入れられてこなかった１４。しかし，従来の説明のように，ネ
オ・コーポラティズムを独立した要因と扱ったり，選挙基盤の問題を叙述
的説明の中に体系化せぬまま潜り込ませたりするのは，年金改革の考察に
とって障害であると分かった。本稿の分析が示すように，年金改革をより
理解するには，政策決定者の合意獲得戦略の観点に注目して，２つの領域
を組み合わせた枠組で考察するのが有効である。このアプローチについて
は，イギリス，デンマーク，オランダ，スイスなどベヴァリッジ型の改革
を考える際にも，一定程度の有効性があるだろう。
ただし，年金改革において，従来の議論よりも政党政治の領域が重要性
を有することが明らかになったとしても，その改革への寄与は諸刃の剣で
ある。確かに，政党支持に基づけば改革遂行の可能性は高まるが，同時に，
支持の動揺によって改革が行き詰まったり，歪んだりする可能性も生じる。
マローニ＝トレモンティ改革において，LNの影響力によって北部の地域
利害を強く反映した領域の亀裂が改革内容を大きく歪めたことは，改革へ
の負の効果の典型例であろう。
この対策としては，これまで専門的知識に基づく制度設計によって年金
政策の方向性を理論的に中立化・非政治化する方策が想定されている。し
かし，それも安定化をもたらす保証はない。スウェーデンの改革は現在と
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ころ順調であると評価されているが，イタリアのディーニ改革における年
金コスト評価ユニットの事例では，政治化・流動化を阻止できなかった。
すなわち，非政治化を通じた安定化も，政党政治の揺らぎによる再政治化
によって改革見直しの動きが生じる可能性を排除できないのである。特に，
近年のヨーロッパ政党政治の世界では，戦後福祉国家の合意を支えてきた
キリスト教民主主義政党や社民政党などの伝統的組織政党の勢力が衰えた
間隙に生まれた政治空間をついて，新右翼・極右政党が急速に浮上してい
る。戦後の社会的連帯に敵対的なこれらの政党が，年金改革にいかなる影
響を与えるかは予断を許さないだろう。
現代では，グローバル化が進む世界において，年金制度は，社会経済改
革の最大の対象となり，年金改革の議論はもはや巷に溢れている。EU統
合・高齢化・産業構造変化の中で，変わりにくいビスマルク型の年金制度
を，西欧で最も悪化した財政と混乱した政治状況から改革しなければなら
なかったイタリアの経験は，改革の現実的課題（どのような年金制度が適
切か，どのようなやり方で改革は行われるか）にとっても，理論的課題（そ
れをいかに分析すべきか）にとっても，有意義な対象と言えるのである。
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１ 本論文の一部は，日本比較政治学会２００６年度研究大会報告論文（『ビスマルク型』
システムからの脱却は可能か―イタリアにおける年金改革の比較政治的考察―」）
として刊行された。執筆に当たっては，前イタリア大使館専門調査員の秦泉寺友
紀氏（東京大学）から，年金政策に関する資料の提供を受けた。ただし，本稿の
議論に関する全ての責任は筆者本人にあることをお断りしたい。
２ 福祉改革を新制度論の理論的観点から見た意義については，新川（２００４）が詳し
い。
３ 従来は，経路依存性・拒否権などアクターの行動を制約する制度をまず考えた上
で，それに対応した枠内で可能な範囲で，非難回避・手柄争いといった戦略の問
題として改革を考えている。対照的に，改革の原因については，高齢化・産業構
造変化・グローバル化などの外生的条件以外に適切な論拠を提示できていない。
４ ２つの戦略は，選挙の問題として論じられるか，団体交渉の問題として論じられ
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るか，すなわち働きかける対象についての区分が曖昧である。この点は，後述の
異なる代表原理との関係で問題となる。
５ 上記の批判を踏まえて，「新しい政治」論の問題点を乗り越える試みも，わずかな
がら為されている。例えば，変化のレベルを，漸進的な第１レベル（first order），
中間的な第２レベル（second order）といった経路依存的な性質のものと，革新的
な第３レベル（third order）に分け，精緻な考察を行おうとする論者も存在する（Bo-
noli and Palier２０００；Hall１９９３）。この枠組は変化のレベル分けとしては適切であ
るが，改革内容に応じて要因を分けるのは，結果から要因を引き出し，それで結
果を説明するトートロジーに陥る危惧を拭い去れない。さらに，どの程度のレベ
ルの変化が生じるかを統一的に説明する視野に欠けるため，挫折，部分的成功，
抜本的改革など多様な改革の説明には不足である。
６ 理論的に２つの領域の比重は各国で異なることを考慮すべきだが，比較の都合上，
比は１：１として簡潔に扱った。
７ 新制度論では，「収斂」論への否定的関心から出発した起源もあり，各国のヴァリ
エーションに主な関心を寄せていた。そのため，政策レジームなどメゾレベルの
制度，あるいは政治体制などマクロレベルの制度の違いに注目している。「資本主
義の多様性」論などは典型であるが，このようなアプローチは大きな相違に目が
向く一方で，横断的な「共通の傾向」を不当に看過・軽視する傾向を持っている
ことも否めない。
８ この他，重要な改正内容としては，年金分野の監督の問題がある。従来イタリア
には，米英のような社会保障分野の独立した総合監督機関がなく，財務省内に設
置された公共支出専門委員会が，財政一般の問題として対処していた。９５年改革
では，モニタリングを担う期間として「年金コスト評価ユニット（NVSP）」が設
置された。ただし，NVSPは組織上労働社会保障省に属し，評価も国民に直接公表
するのではなく，政府・議会を通すよう定められているように，独立性は低かっ
た（Antichi and Pizzuti２０００：９１―２）
９ ２００１年から２００５年の改革については，首相ベルルスコーニと労働社会福祉相マロ
ーニの名を取って，ベルルスコーニ＝マローニ改革とする呼び方も存在する。こ
こでは，実際に大きな役割を果たしたトレモンティとマローニの名を優先して，
マローニ＝トレモンティ改革と呼ぶことにする。
１０ 授権法は，通常の法律や委任立法と違って，政策課題に関する広範な権限を政府
に付与し，その授権の範囲内で政府が主導的に立法できる法制度である。
１１ 第２次ベルルスコーニ政権では，トレモンティが経済全般を統括する「スーパー
大臣（Superministro）」として大きな影響力を発揮した。トレモンティは，伝統的
な関係諸機関・利益団体との協議枠組から離れて，政権主導で政策決定を行おう
とする傾向が顕著であった。例えば，金融政策を取り扱う信用貯蓄問題省庁間委
員会では，自らと敵対していたという理由で伝統的に大きな役割を果たしてきた
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イタリア銀行の当時の総裁を疎外すべく，企業証券取引監視委員会（Consob）代
表を代わりに招聘したり，内部に独自に小委員会を組織したりした（Il Sole 24 Ore
０８／３１／２００６）。
１２ このような中道右派政権側の姿勢に反発した工業総連盟では，政権との接近を優
先して労組に対決姿勢を採った前指導部の陣営が会長選挙で敗北した。
１３ 工業総連盟のモンテツェーモロ新指導部は，政権と距離を置いて労組との話し合
い重視に転換した。さらに現在のプローディ政権に対しても，協調に比較的好意
的な姿勢を示唆している（La Repubblica０８／３０／２００６）
１４ 権力資源動員論は，大陸ヨーロッパの多数派であるキリスト教民主主義型の諸国
では，適用可能性が限られている（Kersbergen１９９５）。
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